
　平成27年度当初予算が、3月の定例市議会で可
決されました。一般会計の当初予算額は、271億
4,200万円。市税や交付税などの大幅な減収が見
込まれる中、事務事業の総点検をはじめ、自主財
源の確保などの取組みを進め、その効果を適切に

予算に反映しました。一方で、限られた財源の中で、
名張躍進に向けた土台づくりを進めていきます。 
　今号では、名張躍進プロジェクトの主な事業や
予算の概要を紹介します。
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27年度予算

２
ペ
ー
ジ
へ
続
く

　人口減少や超高齢化が進む中、若い世代が安心して働き、結婚・出
産・子育てしやすい社会経済環境の整備を図ります。関係機関や各種
団体などとのネットワークを生かしながら、暮らしやすさの提供、多
彩な雇用の創出などの取組みを
進め、人や企業から選ばれるま
ちの実現を目指します。

　人と人、地域と地
域の交流を図りなが
ら、ともに支え合い
誰もが幸せを実感す
ることができる住民
福祉の向上を目指し
ます。2025年問題（※）を見据え、これま
で整備してきた地域福祉の基盤を生かし、地
域づくり組織と連携した一体的な取組みの推
進、さらなる共助の仕組みの構築を進めます。

　名張市固有の環境・自然・文化・人・技術・産物などを再認識し、持
続性のある産業の振興を目指します。

～まちづくり・ひとづくり・しごとづくり～

～人と出会い、支え合い、生活の質を高める～

～なばりの環境・自然・文化・技術・産物の創出～

なばり  　　　  戦略

健康で 　　　  いっぱいの毎日

地域資源を磨き、  　 て、　  かす

気元

顔

生

笑

育
　観光戦略の推進による、持続可能な観光
振興、地域経済の活性化

●観光戦略推進事業 1,199万円

　雇用創出、雇用機会の拡大、人材育成、名張ブランド化などの推進
●実践型地域雇用創造事業

　地域づくり組織による高齢者など要援護者の日常生活支援
●要援護者日常生活支援事業 465万円

　妊娠期から子育て期までの母子保健や育児などの相談・支援
●名張版ネウボラ事業 1,197万円

　地域の支え合いを促進するための社会福祉協議会の活動を支援
●地域福祉増進事業補助金 4,941万円

　入院に対する医療費助成を中学 3年生まで拡大
●子ども医療助成事業 【新規事業】 320万円 

2,000万円

　子育て世帯の経済的負担の軽減（対象者を拡大）

　がん検診の無料化・啓発による受診率の向上、戦略的な予防活動

●第3子以降（3歳未満）の
　子ども保育料無償化事業  【新規事業】

●生活習慣病予防重点プロジェクト事業・
がん対策事業

1,800万円

1億679万円

以降（3歳未満）の

名張        名張            プロジェクトプロジェクト
　「生涯現役のまちづくり」と「産み育てるにやさしい
まちづくり」を具現化するため、重点取組として
健康づくりや仕事づくり、子ども・子育て
支援といった施策・事業に財源を集中

進躍

（※）2025 年問題…団塊の世代が 2025 年ごろまでに後期高齢者（75歳以上）となることにより、医療費など社会保障費の急増が懸念される問題
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歳
出
は
、
退
職
者
数
の

減
少
に
伴
う
退
職

手
当
の
減
が
あ
る
も
の
の
、
障

害
者
自
立
支
援
費
の
増
や
、
小
中

学
校
の
校
舎
・
屋
内
運
動
場
な

ど
の
耐
震
改
修
経
費
の
大
幅
増

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ
、

25
億
８
５
０
０
万
円
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

本
市
は
、
昭
和
30
年
代
後
半
か

ら
の
大
規
模
な
住
宅
地
開
発

に
伴
い
、
市
外
か
ら
た
く
さ

ん
の
市
民
を
迎
え
な
が
ら
発
展
を
続
け

て
き
ま
し
た
。
そ
し
て
、
豊
か
な
自
然

と
文
化
を
背
景
に
、多
く
の
市
民
が
「
住

み
よ
い
」「
こ
れ
か
ら
も
住
み
続
け
た
い
」

と
感
じ
る
〝
暮
ら
し
の
ま
ち
〞
と
し
て

成
長
し
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
こ
う
し
て
増
え
続
け
て
き

た
本
市
の
人
口
も
、
平
成
12
年
を
ピ
ー

ク
に
減
少
傾
向
に
転
じ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
こ
れ
に
加
え
て
、
関
西
都
市
圏
の

ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
と
し
て
同
世
代
が
同
じ

時
期
に
転
入
さ
れ
た
と
い
う
背
景
か
ら
、

今
後
当
面
の
間
は
、
全
国
平
均
の
倍
の

速
度
で
高
齢
化
が
進
む
も
の
と
見
込
ん

で
い
ま
す
。

　

昨
年
11
月
、
国
は
、
我
が
国
の
急
速
な

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
的
確
に
対
応
す

る
た
め
、『
ま
ち・ひ
と・し
ご
と
創
生
法
』

を
公
布
し
、
地
方
の
人
口
減
少
対
策
や
地

方
創
生
に
向
け
、
本
格
的
な
取
組
み
を
始

め
ま
し
た
。
国
は
、
抜
本
的
な
少
子
化
対
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な
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対
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流
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若
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都
市
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へ
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流
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そ
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れ
の
地
域
で
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を
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ぞ
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の
地
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で
若
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世
代
が
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実
し
た
職
業
生
活
を
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み
、
子

世
代
が
充
実
し
た
職
業
生
活
を
営
み
、
子

育
て
を
行
い
、
次
世
代
へ
と
つ
な
い
で
い

育
て
を
行
い
、
次
世
代
へ
と
つ
な
い
で
い

く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
示
し
て

く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
示
し
て
い
ま
い
ま

す
。
そ
し
て

す
。
そ
し
て
、
こ
の
取
組

、
こ
の
取
組
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地
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で
あ
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と
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置
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あ
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て
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す
。
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す
。
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追

　

本
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追
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迫
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迫
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齢
化
に
立
ち
向
か
い
、
地
域
の
活
力

を
創
生
し
て
い
く
こ
と
が
大
き
な
課
題
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。
す
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　平成 27年度の市政運営について、3月の定例市議会で亀井　平成 27年度の市政運営について、3月の定例市議会で亀井
市長が基本的な考え方を述べました。今号では、その一部を市長が基本的な考え方を述べました。今号では、その一部を
紹介します。（市ホームページに全文を掲載しています。）紹介します。（市ホームページに全文を掲載しています。）

平成27年度 予算の概要

● 一般会計歳入

● 一般会計歳出

▼国・県支出金…使い道が限定された国や県からの補助金　▼地方交付税…使い道を限定されない国からの
配分金　▼市債…市の借金　▼繰入金…基金（市の貯金）の取り崩しや、他会計からの借入など

主な用語解  説

合　　　　　　　計

271億4,200万円
2,010万円
4,480万円

9億7,700万円
28億180万円
95億2,110万円
62億3,530万円
13億7,750万円
209億7,760万円
37億3,687万円
61億4,715万円
580億362万円

10.5％
△ 13.0％
0.4％
17.6％
17.7％
7.8％
4.7％
0.7％
7.9％
6.1％

△ 11.4％
6.5％

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
業
会
計

前年度対比平成27年度予算額会　　計　　名

一 般 会 計
住宅新築資金等貸付事業会計
東山墓園造成事業会計
農業集落排水事業会計
公共下水道事業会計
国民健康保険会計
介 護 保 険 会 計
後期高齢者医療会計
特 別 会 計 小 計
水 道 事 業 会 計
病 院 事 業 会 計

（骨格予算）

※企業会計の予算額は、収益的および資本的支出の合計額です。

271億
4,200万円

市税
92億
1,290万円

国庫支出金
41億200万円

県支出金　
22億1,611万円

地方交付税
38億1,100万円

市債
39億8,940万円

県支出金　
22億1,611万円

地方交付税
38億1,100万円

市債
39億8,940万円

繰入金
9億3,030万円
地方消費税交付金

10億円

分担金及び負担金
3億6,771万円

地方譲与税
2億5,100万円
使用料及び手数料
2億2,587万円
その他 10億3,572万円

271億
4,200万円

民生費
99億
4,529万円公債費

30億1,705万円

総務費
26億9,433万円

衛生費
35億1,928万円

土木費
15億8,622万円

教育費
39億8,099万円

公債費
30億1,705万円

総務費
26億9,433万円

消防費
12億274万円

衛生費
35億1,928万円

土木費
15億8,622万円

教育費
39億8,099万円

農林水産業費
6億2,079万円

議会費 2億9,170万円

予備費 5,000万円
災害復旧費 1,415万円

商工費 2億1,947万円
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し
た
自
治
体
と
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て
、

立
し
た
自
治
体
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て
、

将
来
に
わ
た
り
安
定
的
に
行
政
サ
ー
ビ

将
来
に
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た
り
安
定
的
に
行
政
サ
ー
ビ
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を
提
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で
き
る
行
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政
構
造
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転
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が
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す
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。

　

こ
れ
ま
で
取
り
組
ん
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き
た
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財
政

　

こ
れ
ま
で
取
り
組
ん
で
き
た
「
財
政

再
建
」
に
つ
い
て
は
、

再
建
」
に
つ
い
て
は
、
1111
年
間
に
わ
た

年
間
に
わ
た

る
市
政
一
新
の
行
財
政
改
革
に
よ
り
、

る
市
政
一
新
の
行
財
政
改
革
に
よ
り
、

財
政
の
健
全
化
に
一
定
の
成
果
を

財
政
の
健
全
化
に
一
定
の
成
果
を
上
げ
上
げ

るる
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
な

ど
に
よ
り
、
根
幹
で
あ
る
市
税
収
入
の

伸
び
が
期
待
で
き
ず
、
さ
ら
に
地
方
交

付
税
な
ど
の
国
か
ら
地
方
に
対
す
る
支

援
の
あ
り
方
も
流
動
的
で
す
。
ま
た
、

急
激
な
高
齢
化
に
よ
る
社
会
保
障
費
の

増
加
や
老
朽
化
す
る
公
共
施
設
の
維
持
・

更
新
経
費
の
増
大
が
見
込
ま
れ
る
な
ど
、

今
後
も
予
断
を
許
さ
な
い
財
政
状
況
が

続
く
も
の
と
予
測
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
昨
年
5
月
に
策

定
し
た
「
行
財
政
運
営
の
確
立
に
向
け
た

取
組
」
に
基
づ
き
、
無
駄
を
排
除
し
、
枯

渇
し
て
い
る
財
政
調
整
基
金
へ
の
計
画

的
な
積
み
立
て
を
行
い
、
市
債
を
抑
制
す

市
債
を
抑
制
す

る
な
ど
、
身
の
丈
に
あ
っ
た
財
政
運
営
に

る
な
ど
、
身
の
丈
に
あ
っ
た
財
政
運
営
に

努
め
努
め
ま
す
。
そ
し
て
、

ま
す
。
そ
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て
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ふ
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と
納
税
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税
の

推
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に
よ
る
寄
附
の
拡
大
や
、
市
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進
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大
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市
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超
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す
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安
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と
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。
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も
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と
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し
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財
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あ
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厳
し
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財
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に
あ
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す
が
、
本
市
が

未
来
に
向
け
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る
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に
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少
子

未
来
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進
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シ
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止
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け
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テ
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築
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要
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テ
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築
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。
そ
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ま
す
。
そ
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続
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続
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能
な
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つ
な
が
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も
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と
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え
て
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ま
す
。
ま
さ
に
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こ
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も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。
ま
さ
に
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こ

33
年
が
勝
負
で
あ
り
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ま
た
、
最
後
の
チ
ャ

年
が
勝
負
で
あ
り
、
ま
た
、
最
後
の
チ
ャ

ン
ス
で
あ
る
と
思
っ
て
い
ま
す

ン
ス
で
あ
る
と
思
っ
て
い
ま
す
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歳
入
の
う
ち
、
市
税
は
、

生
産
年
齢
人
口
の

減
少
な
ど
に
伴
う
個
人
市
民
税
の

減
や
、
評
価
替
え
に
よ
る
固
定
資

産
税
の
減
収
見
込
み
な
ど
に
よ

り
、
市
税
全
体
で
、
前
年
度
比

4
億
７
４
２
０
万
円
、
4.9
％
減
の

92
億
１
２
９
０
万
1
千
円
で
す
。

　

地
方
交
付
税
は
38
億
１
１
０
０
万

円
を
計
上
。
国
の
地
方
財
政
対
策
に

基
づ
く
見
込
み
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
比
4
億
７
３
０
０
万
円
、
11
％
の

減
で
す
。

　

国
県
支
出
金
は
、
前
年
度
に
骨
格

予
算
と
し
て
普
通
建
設
事
業
の
実

施
を
一
部
留
保
し
た
こ
と
や
扶
助

費
の
増
加
に
伴
う
負
担
金
増
な
ど
に

よ
り
、
国
庫
支
出
金
で
、
前
年
度
比

12
億
２
８
８
０
万
5
千
円
の
増
。
県

支
出
金
で
、
5
億
２
０
３
６
万
3
千

円
の
増
で
す
。

　
繰
入
金
は
、
財
源
不
足
に
対
応
す
る

た
め
、
水
道
事
業
会
計
か
ら
3
億
円

の
借
入
を
行
う
な
ど
、
前
年
度
比
で

1
億
５
３
０
２
万
6
千
円
の
増
で
す
。

　

市
債
は
、
前
年
度
が
骨
格
予
算

で
あ
っ
た
こ
と
や
小
中
学
校
耐
震

改
修
事
業
の
推
進
に
よ
る
教
育
債

の
増
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比

14
億
２
５
０
０
万
円
、
55
・
6
％

の
増
で
す
。

▼民生費…高齢者・児童・
障害者福祉などに支出

▼総務費…人件費や地域振興
など多岐にわたって支出

▼公債費…市債返済のため
に支出

▼衛生費…ごみ処理や保健
事業などに支出

主な用語解  説

◎金額は、万円未満を四捨五入しているた
め、合計が合わない場合があります。

　平成27年度の一般会計予算は、271億 4,200万円。障害者自
立支援費などの扶助費が増加したことや、小中学校耐震改修事業
の推進などにより、骨格予算であった前年度当初比で10.5％の増、
肉付け後の6月補正後予算との比較で2.9％の増となりました。
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まずは、耐震診断を！

対象住宅　次の条件を全て満たしている住宅
　▼昭和 56年 5月 31 日以前に建築（着工を

含む）された木造住宅で 3階建て以下の
住宅　

　▼専用住宅、共同住宅（居住者の承諾が必
要）、併用住宅（延床面積の 2分の 1以上
を住宅として使用しているもの）　

　▼市内に所在している住宅　
◎在来軸組構法（柱などの接合部を金物で止
める一般的な構法）、伝統的構法（柱などを
木組みによって建てる構法）、枠組壁（ツー
バイフォー）工法の住宅が対象で、丸太組
構法（ログハウス）などは対象外

募集戸数　30 戸（予定）※先着順
診断方法　調査日時を調整の上、訪問調査（現
地診断）を行い、構造計算を経て、後日診
断結果を説明します。

申込期限　11月 30 日月までに（土・日曜日、
祝日を除く）、「耐震診断実施申込書（市ホ
ームページからも出力可）」に必要事項を記
入の上、次のいずれかの添付資料と印鑑を
持って、市役所 4階営繕住宅室へ

添付資料　▼納税通知書添付の固定資産税（土
地・家屋）課税明細書　▼固定資産土地家
屋名寄帳の写し　▼建築確認通知書の写し

　▼登記済証の写し　など

 営繕住宅室　  63‐7740

木造住宅耐震診断支援制度（無料）

木造住宅耐震補強事業（耐震補強工事費を補助）
対象住宅　これまでに市が実施した無料耐震
診断の受診者で診断の総合評点が0.7未満の
住宅

　※平成22年度まで収入要件により対象外で
あった人で、これから耐震補強工事を計画
する場合は申込可。市外在住者も申込可

補助件数　設計5戸（予定）、工事5戸（予定） 
　※申込多数の場合、5月14日木に市役所で抽
選会を実施

申込　4月28日火までに（土・日曜日を除
く）、市役所4階営繕住宅室で配布する申込
用紙で申込 

耐震化が必要と診断されたら…

住宅の耐震性を向上させましょう！
市の補助制度などをご利用ください。 <甲種>

　▼6月7日日／津市　▼6月14日日／松阪市
<乙種第4類>
　▼6月7日日／四日市市、鈴鹿市、津市、伊
勢市、伊賀市　▼6月13日土／四日市市、津
市、尾鷲市　▼6月14日日／桑名市、四日市
市、鈴鹿市、松阪市、名張市、熊野市

<乙種のうち第４類以外>
　▼6月7日日／津市　▼6月14日日／松阪市
<丙種>　▼6月7日日／津市、伊勢市、伊賀市
▼6月13日土／四日市市、尾鷲市　

　▼6月14日日／桑名市、鈴鹿市、松阪市、名
張市、熊野市

願書配布場所　消防本部予防室、名張消防
署、桔梗が丘分署、つつじが丘出張所

願書受付　（一財）消防試験研究センター三重
県支部

　▼電子申請　4月6日月午前9時～17日金午
後5時

　▼書面申請　4月9日木～20日月
※詳しくは、（一財）消防試験研究センター
三重県支部（  059‐226‐8930）へ

◆乙種第4類受験者を対象に「予備講習会」を開催
日時　5月15日金 午前9時～午後5時15分
場所　武道交流館いきいき（蔵持町里）
定員　70人　※先着順　
主催　名張市防火協会
申込　4月20日月から5月
14日木までに（土・日曜
日、祝日を除く午前8時
30分～午後5時15分）消
防本部予防室へ　

※受講にはテキストが必要です。テキスト代
など詳しくは、問い合わせ先へ
 消防本部予防室　  63‐1412

「危険物取扱者試験（前期）」
を実施

平成 27年度の所得証明は
6月 1日から交付します

　平成27年度（平成26年中所得）の所得（課
税）証明書および課税･非課税証明書は、6月1
日月から市役所1階総合窓口センターなどで交
付します。住基カードなどの手続きが完了し
ている人はコンビニでも取得できます。郵送
希望の場合は、収納室（  63‐7439）へお
問い合わせください。
　  総合窓口センター　  63‐7440

法的な困りごとは
「法テラス」へ

　「法テラス」は、国が設立した公的な法人で
す。金銭問題、離婚、相続、労働問題など法
的トラブルでお困りの人で、どこに相談した
らいいか分からない…そんなときは、一人で
悩まずどうぞお気軽にご利用ください。解決
に役立つ法制度紹介や相談窓口の情報を無料
でご案内します。
　また、経済的に余裕のない人が法的トラブルに
遭ったときに、無料法律相談や必要に応じて弁護
士・司法書士費用の立て替えを行っています。

巡回相談会
日時　奇数月第 3水曜日
　　　偶数月第 4水曜日
　　　午後 1時～ 4時
場所　市役所 1階相談室
◎事前に電話で問い合わせ先へ申込
 法テラスサポートダイヤル　  0570‐078374

　 法テラス三重　  0503383‐5470

　4月から手当額が改正されます。※8月振り
込み分から次の金額に変わります。
児童扶養手当　
▼全部支給　42,000円（41,020円）
▼一部支給　41,990円～9,910円（41,010円
～9,680円）

◎児童2人の場合5,000円加算。3人以上は1人
につき、さらに3,000円加算

特別児童扶養手当
▼特別児童扶養手当1級　51,100円（49,900円）
▼特別児童扶養手当2級　34,030円（33,230円）
※支給額は月額。（ ）内は改正前の手当額

 子ども家庭室　  63‐7594

平成27年度児童扶養手当・
特別児童扶養手当額改正のお知らせ

浄化槽の法定検査が
義務付けられています

　ご家庭の浄化槽は、微生物が活動しやすい環
境を保つために維持管理することが大切です。
浄化槽法で保守点検と清掃および法定検査が義
務付けられています。
　検査は三重県水質検査センターが実施。対
象者には案内を通知しますので、
検査を受けてください。なお、
浄化槽を廃止する場合は、市上
下水道部営業室へ廃止届を提出
してください。

 三重県水質検査センター　  059‐213‐0707

　一般家庭用として浄化槽を設置する場合、
次の補助金を交付しています。申請方法など
詳しくは、問い合わせ先へ
区分／補助金限度額
▼合併処理浄化槽の設置(5人～50人槽）／15万円
▼既設の単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に
転換する場合の撤去工事／9万円
▼既設の単独処理浄化槽または、くみ取り便槽か
ら合併処理槽に転換する場合の配管工事／6万円

 上下水道部営業室　　  63‐4111

浄化槽設置補助金のお知らせ
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3‐3号掲載「学生が考える名張の旅行プラン」について　▼学生が考える名張の旅行プランは、若い人の新鮮な視点とアイデアで良い企画です。 
　▼今回の若い世代の観光コンペは非常におもしろい試みだと思います。これからもいろんな試みに期待したいです。読者の声

広報メールサポーターから…
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広告

催し催し
 旧細川邸 やなせ宿    62‐7760  月曜休館

なせ宿なせ宿

■第1回やなせ宿そば打ち体験教室
日時　4月19日日 午前9時～正午
　※打ったそばを食べます。
講師　伊賀手打ちそばの会の皆さん
参加費　1,200円（材料代を含む）
定員　12人　※先着順
申込　4月8日水午前10時から、電話で問い
合わせ先へ　※そば粉が付いても良い服
装でお越しください。保存容器（タッパ
ーなど）をご持参ください。

■やなせ宿書道教室作品展
日時　4月30日木まで開催中 
　　　午前9時～午後5時（最終は正午まで）
内容　書道教室の生徒さんの作品を展示

広告

国津の杜
も り

の行事
 はぐくみ工房あららぎ    62‐6920

健康体操教室　万代 くみ子さんの健康体
操で心身を癒し身体を引き締めましょう。

日時　4月21日火 午前10時～11時30分
講師　万代 くみ子さん　
定員　16人　　参加費　300円
持ち物　屋内用靴、タオル
申込　4月6日月から17日金までに、電話
で問い合わせ先へ

※先着順。参加者が少ない場合は中止

市民親子体験農業
「さつまいもづくり」参加者募集

日時　5月23日土 午前9時現地集合　
　※7月下旬に除草作業、10月上旬に収穫予定
場所　美旗中村地内　
対象　市内在住の子どもと保護者　
定員　30組 ※申込多数の場合は抽選　
参加費　1家族 500 円　
申込　4月 6日月から 17日金までに（当日消
印有効）、必ず往復はがきで「市民親子体験
農業参加申込」と書いて、住所、参加者全
員の氏名と年齢、電話番号を記入の上、農
業研修センター（〒 518‐0751　蔵持町芝
出 6）へ

 “なばり農業”担い手育成会　  63‐7129

農業用プラスチックの
リサイクル回収（有料）を実施

日時　4月18日土 午前9時～午後3時　
場所　カントリーエレベーター（上小波田）
対象　ハウス用被覆ビニール、畦シートなど
処理費用　1㎏あたり75円（消費税込み）
◎農業用プラスチックを家庭ごみとして出すこ
とや、野焼き処理することはできません。

※必ず印鑑をご持参ください。
 JA伊賀南部資材課　  0120‐370‐931

日時　4 月 19 日・26 日、5月 3日・24 日・
31日　※全て日曜日、全 5回

▼基礎講座　午前10時20分～午後1時35分
▼ 3級講座　午後 2時 15分～ 5時 30分
場所　市民情報交流センター（希央台 5）
対象　高校生以上の人
定員　各 30 人　※先着順。定員に満たない
場合は内容を変更します。

参加費　各 11,000 円（テキスト代含む）
持ち物　筆記用具、ノート、電卓
申込　4月10日金までに、電話で問い合わせ先へ

 名張市母子寡婦福祉会（藤原）
　  090‐7603‐5634

「簿記講習会」参加者募集 明るくきれいな選挙を !!
「名張市白ばら会」会員募集

　明るくきれいな選挙を進める団体で、有権
者が投票に積極的に参加するよう呼び掛けて
います。
対象　市内在住の有権者でいずれの政党、政治
団体にも属さず、会の趣旨に賛同いただける人

会費　年額 500 円
申込　電話、郵送、ファクス（64‐2560）、電
子メール（senkan@city.nabari.mie.jp）のい
ずれかで「名張市白ばら会入会希望」、住所、
氏名、連絡先を書いて、市役所2階選挙管理
委員会（〒518-0492　鴻之台1‐1）へ

 市選挙管理委員会　  63‐7314

平和を、仕事にする。
自衛官（幹部候補生一般）募集

応募資格　22歳以上 26 歳未満　※20歳以上
22 歳未満は大卒（見込含）、修士課程修了
者（見込含）は 28歳未満

受付期限　5月 1日金 （必着）
試験期間　▼ 1次：5月 16日土・17日日（17
日は飛行要員のみ）　▼ 2次：6月 10 日水
～ 13日土のうちの指定日

◎詳しくは、問い合わせ先へ

 自衛隊伊賀地域事務所　  21‐6720

「子ども・子育て支援新制度」がスタートします！
～地域型保育事業を創設し、待機児童の多い３歳未満児の保育を増やします～

　今年４月から、幼児教育・保育の量の拡充や
質の向上、地域の子育て支援の充実を目的とし
た「子ども・子育て支援新制度」がスタートし
ました。
新制度のポイント
1.質の高い教育・保育の提供
　　幼稚園と保育所の良いところを一つにし
て、保護者の就労の有無にかかわらず利用
できる認定こども園の普及を進めるなど、
質の高い教育・保育を提供します。

2. 待機児童の解消
　　幼稚園、保育所、認定こども園に加え、
少人数の子どもを保育する地域型保育を活
用し、待機児童の解消を目指します。

3. 地域で子育て支援
　　一時預かりや放課後児童クラブなど、身近
な地域で受けられる支援を充実させます。

　新制度では、3歳未満児を対象に地域型保育
が市の認可を受ける事業として創設されました。
地域型保育事業は、次の 4つの事業です。
▼小規模保育事業（定員 6人以上 19人以下）
▼家庭的保育事業（定員 5人以下）
▼事業所内保育事業（従業員の子どもに加えて、
従業員以外の子どもも保育対象）

▼居宅訪問型保育事業（自宅で1対1の保育を行う）

　このうち名張市では、居宅訪問型保育以外の
事業が行われます。平成25年8月から実施の家
庭的保育は地域型保育事業として、これまでと
同様に家庭的な雰囲気のもとで保育を行います。
また、小規模保育事業は、「おるすばんハウスひ
まわり園」で、事業所内保育事業は、株式会社
ベルウイングの「かな保育園」で実施されます。

 保育幼稚園室　  63‐7919
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